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厚生労働省老健局振興課 
 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各市町村介護保険担当課（室） 
各 介 護 保 険 関 係 団 体   御 中 

← 厚生労働省 老健局 振興課 
 

今回の内容 

 

居宅介護支援における特定事業所集中減算 

（通所介護・地域密着型通所介護）の取扱いについて 

計２枚（本紙を除く） 

連絡先  TEL : 03-5253-1111(内線 39３６) 

FAX : 03-3503-7894 

 



事 務 連 絡 
平成２８年５月３０日 

 
 

都道府県 
各 指定都市 介護保険主管部（局） 御中 

中 核 市 
 

厚生労働省老健局振興課 
 
 

居 宅 介 護 支 援 に お け る 特 定 事 業 所 集 中 減 算 
（通所介護・地域密着型通所介護）の取扱いについて 

 
 
介護保険制度の運営につきましては、平素より種々ご尽力をいただき、厚く御礼申し

上げます。 
平成２８年４月１日より居宅介護支援における特定事業所集中減算の対象サービスと

して地域密着型通所介護が加わったところですが、通所介護と地域密着型通所介護の取

扱いについて別紙のとおり整理しましたので、貴県又は貴市におかれましては、管内市

（区）町村、関係団体、関係機関等への周知を徹底し、その取扱いに当たっては遺漏な

きよう、よろしくお願い申し上げます。 
 
 
 
 
 

（照会先） 
厚生労働省老健局振興課 
 人材研修係 
電話 03-5253-1111（内線3936） 

  



（別紙） 
 
 

特定事業所集中減算における「通所介護・地域密着型通所介護」の取扱いについて 
 
問 平成２８年４月１日から特定事業所集中減算の対象サービスとして地域密着

型通所介護が加わったところであるが、平成２８年４月１日前から継続して通

所介護を利用している者も多く、通所介護と地域密着型通所介護とを分けて計

算することで居宅介護支援業務にも支障が生じると考えるが、減算の適用有無

の判断に際して柔軟な取扱いは可能か。 
 
（回答） 
○ 平成２８年４月１日以降平成３０年３月３１日までの間に作成される居宅サービス

計画について特定事業所集中減算の適用を判定するに当たっては、通所介護及び地域

密着型通所介護（以下「通所介護等」という。）のそれぞれについて計算するのではな

く、通所介護等のいずれか又は双方を位置付けた居宅サービス計画数を算出し、通所

介護等について最もその紹介件数の多い法人を位置づけた居宅サービス計画の数の占

める割合を計算することとして差し支えない。 
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平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１） 

（平成 30年３月 23日） 

 

 

【全サービス共通】 

○ 介護保険施設等における歯科医療について 

問１ 介護保険施設等における歯科医療について、協力歯科医療機関のみが歯科医療を

提供することとなるのか。 

（答） 

介護保険施設等における歯科医療について、歯科医療機関を選択するのは利用者で

あるので、利用者の意向を確認した上で、歯科医療が提供されるよう対応を行うこと

が必要である。 
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・通知：第２の３（７）⑲ 

訪問介護（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 12年厚

生省告示第 19号）別表指定居宅サービス介護給付費単位数表の１ 訪問介護費の注

３に規定する生活援助が中心である指定訪問介護に限る。以下この⑲において同じ。）

の利用回数が統計的に見て通常の居宅サービス計画よりかけ離れている場合には、

利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、市町村が確認

し、必要に応じて是正を促していくことが適当である。このため、基準第 13条第

18号の２は、一定回数（基準第 13条第 18号の２により厚生労働大臣が定める回数

をいう。以下同じ。）以上の訪問介護を居宅サービス計画に位置づける場合にその

必要性を当該居宅サービス計画に記載するとともに、当該居宅サービス計画を市町

村に届け出なければならないことを規定するものである。届出にあたっては、当該

月において作成又は変更（⑯における軽微な変更を除く。）した居宅サービス計画

のうち一定回数以上の訪問介護を位置づけたものについて、翌月の末日までに市町

村に届け出ることとする。なお、ここで言う当該月において作成又は変更した居宅

サービス計画とは、当該月において利用者の同意を得て交付をした居宅サービス計

画をいう。 

なお、基準第 13条第 18号の２については、平成 30年 10月１日より施行されるた

め、同年 10月以降に作成又は変更した居宅サービス計画について届出を行うこと。 

 

○ 特定事業所集中減算について 

問 135 平成 28年５月 30日事務連絡「居宅介護支援における特定事業所集中減算（通

所介護・地域密着型通所介護）の取扱いについて」（介護保険最新情報 Vol.553）に

おいて、特定事業所集中減算における通所介護及び地域密着型通所介護の紹介率の計

算方法が示されているが、平成 30年度以降もこの取扱いは同様か。 

（答） 

貴見のとおりである。 

 

○ 特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）及び（Ⅲ）について 

問 136 特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）及び（Ⅲ）において、他の法人が運営する指定居

宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修会等を実施することが要件とされ、解釈

通知において、毎年度少なくとも次年度が始まるまでに事例検討会等に係る次年度の

計画を定めることとされているが、平成 30年度はどのように取扱うのか。 

（答） 

・平成 30 年度については、事例検討会等の概略や開催時期等を記載した簡略的な計

画を同年度４月末日までに定めることとし、共同で実施する他事業所等まで記載した


